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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第72期

第２四半期
連結累計期間

第73期
第２四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成28年３月21日
至 平成28年９月20日

自 平成29年３月21日
至 平成29年９月20日

自 平成28年３月21日
至 平成29年３月20日

完成工事高 (千円) 19,559,653 22,174,987 42,426,706

経常利益 (千円) 1,271,114 1,740,209 3,229,653

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 819,340 1,252,983 1,858,775

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 974,173 1,274,119 3,071,013

純資産額 (千円) 20,698,517 24,308,395 22,731,368

総資産額 (千円) 29,957,520 35,290,729 34,696,522

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 32.42 48.61 73.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.1 68.9 65.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,331,875 1,110,807 871,397

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △253,564 △559,621 △875,470

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △250,771 708,712 △17,787

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,413,742 4,824,241 3,564,342
 

 

回次
第72期

第２四半期
連結会計期間

第73期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年６月21日
至 平成28年９月20日

自 平成29年６月21日
至 平成29年９月20日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.10 29.00
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．完成工事高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

 また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

平成29年５月12日付で高砂熱学工業株式会社との間で業務及び資本提携契約を締結している。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の鈍化や欧米の政策に関する不確実性の影響等

により先行きが不透明なものの、企業収益や雇用情勢の改善などを背景に、景気は緩やかな回復基調で推移し

た。

　建設業界においては、政府建設投資が増加に転じ、民間設備投資も企業収益が改善する中で、緩やかな増加基

調を続けており、受注環境は比較的堅調に推移した。その一方で、技能労働者不足による生産能力の低下、労務

費のコストアップ問題等が長期化してきており、当社グループを取り巻く経営環境の先行きは依然として楽観で

きない状況にある。

このような経営環境のもと、当社グループは総力をあげて当社グループの独自の技術・商品を活用した積極的

な営業活動、経営の効率化を推進してきた。この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、受注工事高が前年

同四半期比4.2％減の255億１千５百万円、完成工事高が前年同四半期比13.4％増の221億７千４百万円、営業利益

が前年同四半期比38.7％増の16億２千５百万円、経常利益が前年同四半期比36.9％増の17億４千万円、親会社株

主に帰属する四半期純利益が前年同四半期比52.9％増の12億５千２百万円となった。

 

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比５億９千４百万円（1.7％）増の352億９千

万円となった。資産の部については、売上債権の回収及びＰＦＩ事業開始に伴う借入金による資金調達等によ

り、現金預金が11億８千５百万円増加し、業務及び資本提携に伴う高砂熱学工業株式会社普通株式の取得等によ

り、投資有価証券が６億２千８百万円増加したが、未成工事支出金等が10億２千３百万円減少した。

負債の部については、前連結会計年度末比９億８千２百万円（8.2％）減の109億８千２百万円となった。ＰＦ

Ｉ事業開始に伴うプロジェクト・ファイナンスにより、借入金が４億５百万円増加したが、未成工事受入金が５

億９千６百万円減少した。

純資産の部については、前連結会計年度末比15億７千７百万円（6.9％）増の243億８百万円となった。高砂熱

学工業株式会社への自己株式の処分により、自己株式が３億２千３百万円減少し、自己株式処分差額２億３千万

円を資本剰余金に計上した。
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（3）キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、11億１千万円の増加（前年同四半期比12億２千１百万円の減少）と

なった。これは主にたな卸資産の減少によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローは、５億５千９百万円の減少（前年同四半期比３億６百万円の増加）と

なった。これは主に投資有価証券の取得による支出によるものである。

財務活動によるキャッシュ・フローは、７億８百万円の増加（前年同四半期比９億５千９百万円の増加）と

なった。これは主に長期借入れによる収入及び自己株式の処分による収入によるものである。

この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年度末比12億５千９百万円

の増加（前年同四半期末比５億８千９百万円の減少）の48億２千４百万円となった。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はない。

 

（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は６千２百万円である。なお、当第２四半期連結累計期間にお

いて当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
100株

計 26,927,652 26,927,652 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ヤマト社員持株会 群馬県前橋市古市町118番地 1,655 6.15

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 1,251 4.65

株式会社東和銀行 群馬県前橋市本町２丁目12番６号 1,219 4.53

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,135 4.22

高砂熱学工業株式会社 東京都新宿区新宿６丁目27番30号 1,010 3.75

株式会社三晃空調 大阪府大阪市北区西天満３丁目13番20号 1,000 3.71

株式会社北越銀行 新潟県長岡市大手通２丁目２番地14 874 3.25

損害保険ジャパン日本興亜株式
会社

東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 751 2.79

みどり共栄会 群馬県前橋市古市町118番地 724 2.69

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 605 2.25

計 ― 10,226 37.98
 

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式762千株（2.83％）がある。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     901千株

　　　　　 日本マスタートラスト信託銀行株式会社　   　　558千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

762,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,139,200
261,392 ―

単元未満株式 普通株式  26,152 ― ―

発行済株式総数 26,927,652 ― ―

総株主の議決権 ― 261,392 ―
 

(注) １ 発行済株式はすべて普通株式である。

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権30個）含

まれている。

３ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が51株含まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

762,300 ― 762,300 2.83

計 ― 762,300 ― 762,300 2.83
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年６月21日から平成

29年９月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年３月21日から平成29年９月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月20日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,966,842 5,152,741

  受取手形・完成工事未収入金 ※２  13,352,318 13,215,655

  有価証券 122,288 66,830

  未成工事支出金等 ※３  2,821,626 ※３  1,797,981

  その他 673,462 678,654

  貸倒引当金 △23,325 △10,725

  流動資産合計 20,913,213 20,901,138

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,549,816 2,478,304

   その他（純額） 2,800,053 2,814,546

   有形固定資産合計 5,349,870 5,292,850

  無形固定資産 427,564 484,112

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,731,743 8,360,223

   その他 274,131 252,403

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 8,005,874 8,612,627

  固定資産合計 13,783,309 14,389,591

 資産合計 34,696,522 35,290,729

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 6,172,567 5,697,778

  1年内償還予定の社債 60,000 120,000

  1年内返済予定の長期借入金 - 17,069

  未払法人税等 502,432 462,219

  未成工事受入金 1,856,291 1,259,763

  賞与引当金 803,042 456,020

  引当金 41,640 39,805

  その他 897,479 975,439

  流動負債合計 10,333,453 9,028,097

 固定負債   

  社債 240,000 180,000

  長期借入金 - 388,729

  役員退職慰労引当金 234,964 242,906

  退職給付に係る負債 438,423 400,577

  その他 718,313 742,021

  固定負債合計 1,631,700 1,954,235

 負債合計 11,965,154 10,982,333
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月20日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000,000 5,000,000

  資本剰余金 4,499,820 4,730,585

  利益剰余金 11,553,762 12,555,192

  自己株式 △568,058 △244,361

  株主資本合計 20,485,524 22,041,416

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,017,603 2,042,805

  退職給付に係る調整累計額 228,239 224,173

  その他の包括利益累計額合計 2,245,843 2,266,978

 純資産合計 22,731,368 24,308,395

負債純資産合計 34,696,522 35,290,729
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年９月20日)

完成工事高 19,559,653 22,174,987

完成工事原価 17,570,679 19,743,399

完成工事総利益 1,988,973 2,431,588

販売費及び一般管理費 ※１  816,634 ※１  805,737

営業利益 1,172,338 1,625,850

営業外収益   

 受取利息 3,205 4,794

 受取配当金 80,824 95,320

 受取賃貸料 12,843 9,629

 その他 16,928 24,684

 営業外収益合計 113,802 134,428

営業外費用   

 支払利息 4,761 6,382

 賃貸費用 6,407 11,034

 その他 3,857 2,651

 営業外費用合計 15,026 20,069

経常利益 1,271,114 1,740,209

特別利益   

 受取保険金 － 80,000

 特別利益合計 － 80,000

特別損失   

 会員権評価損 9,499 －

 減損損失 3,485 －

 特別損失合計 12,985 －

税金等調整前四半期純利益 1,258,128 1,820,209

法人税、住民税及び事業税 235,047 428,151

法人税等調整額 203,740 139,074

法人税等合計 438,787 567,225

四半期純利益 819,340 1,252,983

親会社株主に帰属する四半期純利益 819,340 1,252,983
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年９月20日)

四半期純利益 819,340 1,252,983

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 193,526 25,201

 退職給付に係る調整額 △38,693 △4,066

 その他の包括利益合計 154,832 21,135

四半期包括利益 974,173 1,274,119

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 974,173 1,274,119
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
　至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
　至 平成29年９月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,258,128 1,820,209

 減価償却費 181,013 172,902

 受取利息及び受取配当金 △84,030 △100,114

 支払利息 4,761 6,382

 受取保険金 - △80,000

 売上債権の増減額（△は増加） 2,549,607 136,663

 たな卸資産の増減額（△は増加） 531,063 1,023,644

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,001,696 △474,789

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 505,562 △596,528

 その他 △875,225 △516,308

 小計 3,069,183 1,392,062

 利息及び配当金の受取額 83,552 100,619

 利息の支払額 △4,764 △6,789

 保険金の受取額 - 80,000

 法人税等の支払額 △816,095 △455,085

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,331,875 1,110,807

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △46,024 △40,937

 投資有価証券の取得による支出 △188,940 △591,552

 その他 △18,600 72,868

 投資活動によるキャッシュ・フロー △253,564 △559,621

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 - 410,000

 長期借入金の返済による支出 - △4,200

 自己株式の処分による収入 - 554,490

 配当金の支払額 △250,689 △251,548

 その他 △82 △28

 財務活動によるキャッシュ・フロー △250,771 708,712

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,827,539 1,259,898

現金及び現金同等物の期首残高 3,586,203 3,564,342

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,413,742 ※１  4,824,241
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第35号 平成29年

５月２日)が第１四半期連結会計期間において公表されたことを契機として、当社グループが行うＰＦＩ事業に関す

る会計処理の方法を見直し、第１四半期連結会計期間から、当該ＰＦＩ事業に係る施設等の利用権を無形固定資産

に計上するとともに、前連結会計年度の連結貸借対照表において投資その他の資産に計上していた長期前払費用を

無形固定資産とする組替えを行っている。

これによる損益に与える影響はない。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用している。　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 

 　１ 受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月20日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

受取手形裏書譲渡高 32,616千円 60,205千円
 

 

※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残

高に含まれている。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月20日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

受取手形 78,375千円 ― 千円
 

 

※３ 未成工事支出金等の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月20日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月20日)

未成工事支出金 2,650,173千円 1,609,505千円

材料貯蔵品 171,452千円 188,476千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年９月20日)

従業員給料手当 233,563千円 227,901千円

賞与引当金繰入額 59,386千円 57,339千円

退職給付費用 11,275千円 12,692千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,400千円 12,622千円

貸倒引当金繰入額 △5,305千円 △12,600千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年９月20日)

現金預金勘定 5,705,242千円 5,152,741千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △291,500千円 △328,500千円

現金及び現金同等物 5,413,742千円 4,824,241千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年３月21日 至 平成28年９月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月15日
定時株主総会

普通株式 252,705 10 平成28年３月20日 平成28年６月16日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年３月21日 至 平成29年９月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月15日
定時株主総会

普通株式 251,553 10 平成29年３月20日 平成29年６月16日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 平成28年３月21日 至 平成28年９月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。

 

　当第２四半期連結累計期間(自　平成29年３月21日　至　平成29年９月20日)

当社グループは建設工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月21日
至 平成28年９月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年３月21日
至 平成29年９月20日)

１株当たり四半期純利益金額    32円 42銭  48円 61銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 819,340 1,252,983

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（千円）

819,340 1,252,983

   普通株式の期中平均株式数（千株) 25,270 25,775
 

(注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

　該当事項なし。

 

２ 【その他】

　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月２日

株式会社　ヤマト

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　一　行　男    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川 村 英 紀    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマト

の平成29年３月21日から平成30年３月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年６月21日から平成29

年９月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年３月21日から平成29年９月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成29年９月20日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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